





性が回復すると考えられている。カイラル対称性が自発的に破れている時、クォーク凝縮 < qq >は有限
の値を持ち、カイラル対称性が自発的に破れた相にいるか否かのオーダーパラメーターとなる。超高温に
おいて、クォークとグルーオンがハドロンの閉じ込めから解放されてバラバラに存在する事が実験的に示
されている (Quark Gluon Plasma,QGP)。しかし、これは高エネルギーにおける動的な反応であるので
QGPが本当にカイラル対称性の完全回復 (< qq >= 0)の帰結であるかは明らかではない。カイラル対称















まず、K+N ! K+N 散乱をカイラル摂動論に基づき next-to-leading order (NLO)まで計算した。そ
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称性の完全回復 (< qq >= 0)の帰結であるかは明らかではない。真空の変化を見るためには静的な反応
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を調べる必要がある。原子核のような有限密度系ではカイラル対称性が部分的に回復すると考えられてい




;K;  はこれである。) そして、核媒質中でハドロン物理量の変化を調べ、そこからクォーク凝縮の変化
についての情報を引き出す。クォーク凝縮は直接の観測量ではないのでハドロン物理量の変化から間接的
に情報を引き出すのである。















本研究では K+-原子核系を考える。なぜ、特に K+ を用いるのかについて述べる [3]。K+N 散乱で
K+ は強い相互作用において比較的弱い斥力で核子と相互作用する。そのため、散乱断面積は小さいので
平均自由行程は 5fmと長い。これは原子核の典型的な大きさと同程度である。単純に考えると K+ は原
子核に入ったときに核子１つ１つと弾性散乱すると考えられる。よって、PLAB  800MeV=cにおいて
(K+A) ' A(K+N) (1.1)
と近似的にあらわすことができると予想される。この式は K+ と原子核の散乱断面積は、素過程である
K+N 散乱断面積に質量数をかけた量としてあらわせる事を意味する。
また K+ は反ストレンジクォークを含むのでストレンジネスは S = +1 である。このとき K+-N の
強く共鳴する結合状態が存在しない。よって、核媒質の K+ に対する純粋な効果を見る事ができる。
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(K+d) = 2(K+N) (1.3)
が成り立つ。一方で R > 1である事から炭素 12C 標的については予想される単純な近似が成り立たない。
つまり、何らかの相互作用を増す機構のために
























い値で散乱長になる bt でパラメトライズされる。E.Friedman と A.Gal の議論 [2] によると Re bt は
















Z ' 1 + @
@E2
(1.10)





M(K+N)を求めるためには、例えば vector meson exchangeモデルなどの現象論的モデルを用いる事
もできる。しかし、今回の研究については計算結果をハドロン物理で解釈したい。そこで、強い相互作用




































ここでクォーク場の添字 A; f; はそれぞれカラー、フレーバー、ディラックスピノルの添字である。ま
た、それぞれのフレーバーのクォーク場は qf = (qf;1; qf;2; qf;3)t のようにカラー３重項で表記する。
SU(3)c ゲージ変換:









qf (x)  U(x)qf (x) (2.2)
qyf (x)! q0yf (x) = qyf (x)Uy(x) (2.3)
U 2 SU(3)c
(a :ゲルマン行列　a(x) : 実関数)
さて、このようなローカルな変換に対してラグランジアンを不変にしたい。質量項はそのままで不変で
あるので運動項のみを考える。まず通常の微分 @ を共変微分 D で置き換える。そして Lfree を不変に
するように A の変換則を決めてやると
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qf (i 6D  mf )qf (2.6)
となる。ここまでで LQCD の物質場 (クォーク場)とゲージ場 (グルーオン場)の相互作用の仕方が決まっ
た。次にゲージ場の自己相互作用もゲージ原理から決める。
場の強さのテンソルを
F  Fa a
2
(2.7)
F = DA  DA
= @A   @A + ig[A; A ] (2.8)
Fa = @Aa   @Aa   gfabcAbAc　 (fabc : SU(3)の構造定数) (2.9)
とすると



































　 (j = 1; 2; 3) (2.13)
























=  R +  L (2.16)
 R, L をカイラルスピノルと呼ぶ。カイラルスピノルは
5 R =  R (2.17)
5 L =   L (2.18)
のようになり 5 の固有状態となっている。5 の固有値をカイラリティと呼び、カイラリティ +1の  R










PR + PL = 1 (2.20)
(PR)
2 = PR; (PL)
2 = PL (2.21)
PRPL = PLPR = 0 (2.22)
射影演算子を用いると４成分波動関数は
PR =  R (2.23)
PL =  L (2.24)
のように分解する事ができる。 L, R のエルミート共役は
 L =  
yPL0 =  PR (2.25)
 R =  
yPR0 =  PL (2.26)
で与えられる。ここで、5 = 
y
5; f5; g = 0を用いた。
これらを用いて QCDラグランジアンをカイラルスピノルを用いて書き下す。質量項   は
  =  R R +  R L +  L R +  L L
=  PLPR +  PLPL +  PRPR +  PRPL 
=  R L +  L R (2.27)
となる。運動項も同様にして
  =  R
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となる。運動項において右巻きクォークと左巻きクォークは完全に分離していている。しかし、質量項
に着目すると右巻き、左巻きは左右の成分が混ざっている事がわかる。従って mf ! 0(カイラル極限)
とすると QCDラグランジアンは右巻き、左巻きについて独立なグローバル変換 U(Nf )L 
 U(Nf )R =
SU(Nf )L 
 SU(Nf )R 
 U(1)L 
 U(1)R を行っても不変である。特に SU(Nf )L 
 SU(Nf )R のもとで
のラグランジアンの不変性をカイラル対称性と呼ぶ。つまりカイラル極限をとったとき、


















2 SU(Nf )L (2.30)
















2 SU(Nf )R (2.31)
( : 群の実パラメーター; ta : SU(Nf )群の生成子)
の変換のもとでラグランジアンが不変であるときラグランジアンはカイラル対称性をもつと言う。
生成子は
[ta; tb] = 2ifabctc (fabc : SU(Nf )の構造定数) (2.32)





Nf = 2 : 　0 = 1;　1;2;3 (Pauli行列） (2.35)













とおくと L0QCD の SU(Nf )L 














a = 0 (2.39)
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である。これらは SU(Nf )L 
 SU(Nf )R の代数
[QLa; QLb] = ifabcQLc; [QRa; QRb] = ifabcQRc; [QRa; QLb] = 0 (2.42)
を満たす。
今まで見てきたカイラル変換 SU(Nf )L 
 SU(Nf )R は恒等的にベクトル変換、軸性変換に書き換える
事ができる。ベクトル変換は UL と UR で同じアングルに変換 (V  R = L) し、軸性変換は UL と
UR で逆のアングルで変換 (A  R =  L)する。
































a = 0 (2.45)
Aa = R































































て失われる。カイラル対称性が破れている時、クォーク凝縮 < qq >は有限の値をとり、これがカイラル
対称性が破れている相にいるか否かのオーダーパラメーターとなる。クォーク凝縮 < qq >は有限の値を
とるということに対応して対称性が破れた生成子の数に等しい数の擬スカラーメソンがあらわれる。これ
を Nambu-Goldstoneボソン (NGボソン)と呼び、、K、 はこれである。
3.1 カイラル対称性の自発的破れ
ここでは簡単のため Nf = 2の場合を考える。すなわち q = (u; d)t とした場合である。また mf ! 0
であるとする。その時の QCDハミルトニアンを H0QCD とする。@tQ
a



























I = 1 : m = 140 MeV; m0 = 135 MeV
I = 0 : mp = 938 MeV; mn = 939 MeV
となり近似的に縮退していることがわかる。軸性変換 (パリティに関する対称性)に対しては
I = 1; JP = 1+ : ma1 = 1260 MeV










U^V j0 >= j0 >; QaV j0 >= j0 > (3.3)




次に QaA 電荷を持つような (カイラリティを保存しないような)非自明な真空でゼロでないクォーク凝
縮 h0jqqj0i < qq >を持つ事を見る。まず準備として
保存則 : @j = 0 (3.5)
保存電荷 : CV (t) 
Z
V
d3x(x; t); Cy = C (3.6)
対称性 : [C;H] = 0; @tC = 0 (3.7)
とする。対称性が自発的に破れているならば
C j0i 6= j0i (3.8)
が成り立っている。ここで問題なのは式 (3.8) を満たす電荷は well-dened なものではないという事で
ある。
jC(0) j0i j2 = 














 (0; 0)yC(0)  0
/ V (3.9)
Vは空間体積であり V ! 1で発散してしまう。第 2式から第 3式へ移る際に真空の推進不変性を用い
















きる。時空点 x での演算子を A(x),時空点 y での演算子を B(y)とする。演算子 A(x); B(y)は,それ
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らの時空点が (x   y)2 < 0(space-like)の関係にあるとき,光速を超えた情報の伝搬を意味するので因果
関係を持つ事ができない。つまり時空点 xで起こった事と時空点 y で起こった事は互いに影響を及ぼす
事がない。すなわち
[A(x); B(y)] = 0; (x  y)2 < 0 (3.12)
が成り立つ。このことから光円錐の内側 (x   y)2 > 0 (time-like) でしか値を持たないので V ! 1 の






d3x0[(x0; t); P (x)] (3.13)

























i = 0 (3.15)
が成り立つ。他方でカイラル対称性が破れている「非自明な真空」ではハミルトニアンは対称性を持って
いるため依然 [H
; CV ] = 0が成り立つ。しかし真空は対称性が自発的に破れた非自明な真空 j
0iである
ので、もはやH




0i 6= 0 (3.16)
が可能になる。これが対称性の自発的破れの定義である。











P a(x) = qi5aq (3.18)
とおくと
[QaA(t); P
b(x)] =  iabqq (3.19)
が成り立つ。よって
< qq >6= 0 (3.20)
となりカイラル対称性が自発的に破れた真空ではクォーク凝縮がゼロでない値を持つ。
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3.2 Nambu-Goldstoneの定理
















 eiHtCV (0)e iHt n hn jP (x) j
i   h
 jP (x) jni 







 jCV (0) jni hn jP (x) j
i e iEnt   h










 jCV (0) jni hn jP (x) j
i e iEnt + h
 jP (x) jni hn jCV (0) j
i e+iEnt
(3.22)
が任意の tで成立する。式 (3:22)において En がゼロである時
h
 jC
(0) jni hn jP (x) j
i 6= 0 (3.23)
である事が結論される。従って、h
 jSt(x) j
i がゼロでないのは En = 0 であるような中間状態が存
在する時に限られる。この中間状態を Nambu-Goldstone ボソンと呼ぶ。そして Nambu-Goldstone ボ
ソンは自発的に破れた対称性の数 a に対応して存在し SU(2) の場合は NG ボソンは三種類のパイオン










































Aa(x) b(p) = if(p2)pe ipxab (3.27)
と考えられる。jb(p)i はパイオンの状態を表す。比例定数 f はパイオン崩壊定数であり実験値は








 @Aa(x) b(p) = fm2e ipxab





 = m^G (3.30)
が成り立つ。V !1とした後にm! 0とする Bogoliubov limitにおいて完全系を挟み込むと






h0 jQaA jc(p)i 
c(p) P b(x)  0  
0 P b(x) c(p) hc(p) jQaA j 0i
(3.31)
となる。
h0 jQaA jc(p)i = ifp=0ac
Z
d3xe ipx = ifp=0ac(2)33(p) (3.32)

c(p)














h0 j qq j 0i jm!0 =  fGjm!0 (3.35)
が得られる。もし h0 j qq j 0i jm!0 6= 0であるならば fjm!0 6= 0かつ Gjm!0 6= 0が成り立つ。よって





























える。真空は Gの部分群 H による変換においてのみ不変であるとする。NGボソン場は独立な場の変数
i であらわされるミンコフスキー空間M4 上の関数である。NGボソン場は  = (1; 2; :::; n)t のよ
うに Rn のベクトルとしてまとめて書かれる。集合M1 を NGボソン場の集合とすると
M1  f :M4 ! Rnji :M4 ! Rg (4.1)
のようにあらわされる。
ここでの目的は (g;) 2 G M1 の任意のペアに対して元 '(g;) 2 M1 を与えるような写像 'を見
つける事である。この写像 'は以下の 2つの条件を満たすとする。
'(e;) = ; 8 2M1 (4.2)
'(g1; '(g2;)) = '(g1g2;); g1; g2 2 G; 8 2M1 (4.3)
これは群 Gが集合M1 上に働くことを意味している。つまり群 GはM1 上に作用しM1 上の「点」をま
た別のM1 上の「点」に移す。写像 'は一般的に群 Gの表現ではない。なぜなら写像が線形であるとい
う仮定 '(g; ) 6= '(g;)はおいていないからである。
 = 0を集合M1 の原点 (origin)であるとする。NGボソン場のみを含む場合、 = 0は真空の配位に
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対応する。真空は部分群 H のもとで不変であるから 8h 2 H に対して
'(h; = 0) = 0 (4.4)
となる。つまり、 = 0は h 2 H による変換によって自分自身に戻る。
次に群 G を剰余類で類別する。いま群 G の部分群として H が与えられているので左剰余類は
fgHjg 2 Gg は満たす集合として定義される。この集合は G=H ともかかれる。G=H の元の１つは
fghjh 2 Hgであらわせる。すると群 Gは
G = eH + aH + bH +   
a; b;    2 G (4.5)
のように類別できる。ここで +は単純な代数的の和の意味ではなく共通点のない和集合となっているこ
とを示している。
商空間 G=H を考えた時、写像 'について重要な２つの性質が示される。
1. 剰余類 gH の全ての元に対して原点  = 0は同じベクトル空間 Rn 上に写像される
'(gh; 0) = '(g; '(h; 0)) = '(g; 0); 8g 2 G; h 2 H (4.6)
'(g; 0)という関数は G=H 上であらわさる。また関数 '(g; 0)は G=H の元を NGボソンの集合に
写像する。
2. G=H の元に関して写像 'は単射である。
g; g0 2 G; g0 =2 gH のとき '(g; 0) = '(g0; 0)と仮定する。
0 = '(e; 0) = '(g 1g; 0) = '(g 1; '(g; 0)) = '(g 1; '(g0; 0)) = '(g 1g0; 0) (4.7)
しかしこのことは g 1g0 2 H あるいは g0 2 gH を意味するので g0 =2 gH に反する。よって
'(g; 0) 6= '(g0; 0) (単射)である。単射なので写像があれば逆写像も存在する。
以上より G=H と NGボソン場 の間に同型写像が存在することがわかる。つまり異なる gH に対して
異なる が 1対１対応しているので G=H は ghを関数とした でパラメトライズされる。NGボソン
場は定数の Rn 上のベクトルではなくミンコフスキー空間上の時空に依存する変数なので gH は実際には
時空 xに依存する。
NGボソン場の変換則を議論する。g 2 G の時、ある に対応する剰余類を ~f = ~gh 2 gH とあらわ
すと
 = '(f; 0) = '(~gh; 0) (4.8)
となる。この NGボソン場の写像は
'(g;) = '(g; '(~gh; 0)) = '(g~gh; 0) = '(f 0; 0) = 0
f 0 2 g(~gH) (4.9)






第 4章 カイラル摂動論 20
4.1.2 QCDへの応用
QCDの場合、ラグランジアン (ハミルトニアン)を不変にする群 Gと真空を不変にする部分群 H は
G = SU(Nf )
 SU(Nf ) = f(L;R)jL 2 SU(Nf ); R 2 SU(Nf )g (4.10)
H = SU(Nf ) = f(V; V )jV 2 SU(Nf )g (4.11)
である。代表元を ~g = (~L; ~R) 2 Gとする。この代表元を SU(Nf )行列を通して定義する。慣習として
~U = ~R~Ly 2 G (4.12)
~gH = (1; ~R~Ly)H (4.13)
のように 1番目の変数が単位行列になるように定義する。代表元 U の g = (L;R) 2 Gによる変換は
g(~gH) = (L;R)(1; ~R~Ly) = (L;R ~R~Ly)H = (1; R ~R~LyLy)(L;L)H = (1; R ~R~LyLy)H (4.14)
となる。よって U は
U = ~R ~Ly 7! U 0 = R ~R~LyLy = RULy (4.15)
のように変換する。前節で述べたように代表元は時空 xに依存する。従って
U(x) 7! U(x)0 = RU(x)Ly (4.16)
である。低エネルギー QCD では Nf = 2; Nf = 3 の場合が考えられる。NG ボソン場の集合 M1 は
Nf=2:
M1 = f :M4 ! R3ji :M4 ! Rg (4.17)
Nf=3:
M1 = f :M4 ! R8ji :M4 ! Rg (4.18)
とあらわせる。エルミートかつトレースが 0であるような N N 複素行列を導入する。
A(N)  fA 2 gl(N;C)jAy = A; TrA = 0g (4.19)
この集合は和の演算について閉じているのでベクトル空間を成す。次に
M2  f :M4 ! A(N)jg (4.20)


































K  K0   2p
6
1CA (4.22)














と定義する。ここで F0 は expの引数を無次元にするために付与されている。NGボソン場はエネルギー
の次元をもっているのでエネルギー次元を持つ F0 で割っている。これはカイラル摂動論の最低次では
パイオン崩壊定数に対応する。U の和は再び SU(Nf )の元にはならないのでM3 はベクトル空間をなさ
ない。
最後に SU(Nf )
 SU(Nf )がM3 上に作用するときのことを議論する。準同型写像
' : GM3 !M3; '[(L;R); U ]  RULy (4.24)
が GのM3 上への働きを意味している。このことは以下のように確かめられる。
1. U 2 M3; R; Ly 2 SU(Nf )なので RULy 2M3
2. [(1; 1); U ] = 1U1 = U
3. gi = (Li; Ri) 2 Gから g1g2 = (L1L2; R1R2)であるとする。














'[g1; '[g2; U ]] = '[g1g2; U ] (4.27)
である。
ここでベクトル変換、軸性変換について真空はどのように変換するか確かめる。 = 0つまり U0 = 1
は系の真空をあらわす。ベクトル変換 H = f(V; V )jV 2 SU(Nf )gは QCDにおいて左巻きのクォーク
と右巻きのクォークを同じアングルで回転させる変換である。その場合、U0 は
[g = (V; V ); U0] = V U0V
y = U0 (4.28)
となるので真空は不変である。他方で軸性変換は QCDにおいて左巻きクォークと右巻きクォークを逆の
アングルで回転させる変換である。従って真空は軸性変換のもとで
[g = (Ay; A); U0] = AyU0Ay = AyAy 6= U0 (4.29)
のようになり不変ではない。これは仮定したカイラル対称性の自発的破れと一致する。一般的に真空を不





 SU(3)R 対称性を持っている時、NGボソンの質量は 0である
第 4章 カイラル摂動論 22
ので NGボソンの 4元運動量は p = (jpj;p)で与えられる。よって空間運動量がカイラル対称性の破れ




元運動量は p = (
p









のように書かれる。ユニタリー性 UyU = 1から自明でない相互作用を生み出すためには最低限 2つの微











U ! RULy (4.32)
@U ! R@ULy (4.33)
Uy ! LUyRy (4.34)






























@+    (4.38)

































a + Lint (4.39)






LextQCD = L0QCD + Lext (4.40)
とすると
LextQCD = q(v + 5a)q   q(S   i5P )q
= qL
(v   a)qL + qR(v + a)qR   qR(S + iP )qL   qL(S   iP )qR
= qL
lqL + qR
rqR   qR(S + iP )qL   qL(S   iP )qR　 (4.41)
のように書ける。ここで v; a; S; P はそれぞれベクトルカレント、軸性ベクトルカレント、スカラー
場、擬スカラー場である。また
l = v   a; r = v + a (4.42)
と定義した。式 (4.41)はローカルな SU(3)L  SU(3)R 変換
qL ! VL(x)qL; qR ! VR(x)qR (4.43)
のように変換する時
S + iP ! VR(S + iP )V yL (4.44)
l ! VLlV yL + iVL@V yL (4.45)
r ! VRrV yR + iVR@V yR (4.46)
のように変換すると不変になる。もとのラグランジアン LextQCD = L0QCD +Lext に対応する有効ラグラン
ジアンを作るためにはローカルな SU(3)L 
 SU(3)R 対称性を満たすようにつくってやれば良い。
U(x)! U 0(x) = VR(x)U(x)V yL(x) (4.47)
のように変換する時、有効ラグランジアンを不変にするためには共変微分
DU = @U   irU + iUl (4.48)
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を導入する。








 iVRrUV yL + VR(@V yR)VRUV yL| {z }
 (@VR)UV yL
+iVRUlVLL
y   VRU(@V yL)
= VR(@U + iUl   irU)V yL = VR(DU)V yL (4.49)
となり確かに共変である。
外場 r,l に対応する場の強さのテンソル (eld strength tensor)を
FR = @r   @r   i[r; r ] (4.50)
FL = @l   @ l   i[l; l ] (4.51)
として導入する。また
 = 2B0(S + iP ) (4.52)
3F 20B0 =   < qq > (4.53)
を定義する。これらは
FR ! VRFRV yR; FL ! VLFLV yL (4.54)
! VRV yL (4.55)
のように変換する。
このとき NGボソンの運動量の次数の数え方は以下の通りになる。
U = O(q0) (4.56)
DU = O(q1) (4.57)
r; l = O(q1) (4.58)
FL ; FR = O(q2) (4.59)
 = O(q2) (4.60)










Tr[Uy + Uy] (4.61)





クォーク質量 : S =M = diag(mu;md;ms)　 (4.62)
v = a = P = 0 (4.63)
のように導入すれば良い。このように外場を導入すると有効ラグランジアンと元の QCDラグランジアン
が同じようにカイラル対称性を破るようになる。




































簡単のために、まず群 Gについて SU(2)L 
 SU(2)R の場合を考え、後に SU(3)L 
 SU(3)R の場合
へ拡張する。Nf = 2の場合を考えると U は SU(2)の生成子を用いて式 (4.21)のように構成される。こ
の場合 U は (0; )のパイオン場をあらわす。4.1節で U は群 Gのもとで U 7! RULy のように変換す
る事をみたが、u2 = U(x)とK(L;R;U)という関数を定義すると変換は
u(x) 7! u0(x) =
p
RULy  RuK 1(L;R;U) (4.66)






























































第 4章 カイラル摂動論 26
より確かに準同型写像になっている。第 2式から第 3式に移る際に式 (4.67)より準同型性
K(L1; R1; R2UL
y
2)K(L2; R2; U) = K(L1L2; R1R2; U) (4.70)
を用いた。よって SU(2)の場合、場の変換則は式 (4.68)によって決められる。
g = (L;R) 2 Gの変換のもとで 	の変換は Uに依存している。特に R = L = V の場合を考えると変
換は Uに依存しなくなる。このことは以下のように示される。
U 0 = V UV y = V u2V y = V uV yV uV y = u02 (4.71)
より
u0 = V uV y (4.72)
が成り立つ。式 (4.66)より
u0(x) = V uK 1(V; V; U) (4.73)
が成り立つので、これと式 (4.72)を比較すると
V y = K 1(V; V; U) (4.74)
V = K(V; V; U) (4.75)
が成り立つ。従って変換は Uに依存しなくなり 	はアイソスピン 2重項として変換する。一般的に言う
と真空を不変にする部分群のもとでの場の変換は線形変換になるのである。


















となる。U が SU(3)の生成子から構成されている事を除けば関数の定義は Nf = 2の場合と同じである。




















= exp[ i(x)]K [VL(x); VR(x); U(x)] [D	(x)] (4.78)
このように変換するように共変微分 D を指定するとローカルな変換のもとで有効ラグランジアンは不変











@ +     i(s)

	 (4.80)


















@ [exp( i)K	] = [ i@] exp( i)K	+ exp( i) [@K] 	 + exp( i)K [@	] (4.83)
が得られる。この時、
@K = K     0K (4.84)
が成り立つので確かに式 (4.82)が成り立つ。式 (4.84)は式 (4.79)とユニタリー行列 Vについて成り立























を用いると示す事ができる。O(q)の他の building blockとして chiral vielbeinと呼ばれる量がある。
u  i







u (@   il)uy   uy (@   ir)u =  u (4.88)
ここでパリティ変換のもとでの変換則
(t; ~x) 7!  (t; ~x); U(t; ~x) 7! Uy(t; ~x)　 (4.89)




u 7! KuKy (4.91)
と変換する。式 (4.79)と式 (4.87)はそれぞれベクトルカレント、軸性カレントと関係付けられる。





	; 	 = O(q0) (4.93)
u;  ; (i 6D  m)	 = O(q1) (4.94)
















オンのエネルギー E を用いて (E  m)が小さいとして展開する。
SU(3)L 






















DB = @B + [ ; B] (4.98)
となる。D,F は低エネルギー定数であり semi-leptonic decayからフィットして決められる。
次の次数 (next-to-leading order,NLO)の有効ラグランジアンは対称性の要求から多くの項があらわれ
るが特にメソン-バリオン散乱に関係のある項を抜き出すと
L(2)MB =bDTr( Bf+; Bg) + bFTr( B[+; B]) + b0Tr( BB)Tr(+)
+d1Tr( Bfu; [u; B]g) + d2Tr( B[u; [u; B]]) + d3Tr( Bu)Tr(uB) + d4Tr( BB)Tr(uu)
(4.99)
となる。bD; bF ; b0; d1; d2; d3; d4 は低エネルギー定数であり実験から決める必要がある。
メソン-バリオンのカイラル摂動論の NLOまでの項は図 4.1のファインマン図で表される。








を NLO まで計算し M-matrix を求める。M-matrix をマンデルスタム変数で書き換えた後、M-matrix
を部分波分解し s波、p波に分解する。
5.1 運動学






























mK は K+ の質量、mN は核子の質量、pCM は重心系の運動量をあらわす。この散乱は模式的に図 5.1
であらわされる。
ここでローレンツ不変な量としてマンデルスタム変数を導入する。
s = (p1 + p2)
2 = (p3 + p4)
2 (5.5)
t = (p1   p3)2 = (p2   p4)2 (5.6)
u = (p1   p4)2 = (p2   p3)2 (5.7)
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図 5.1: 粒子の散乱
これらを用いると４元運動量の内積は




























t = 2m2K   2p1p3 =  2jpCM j2(1  cos ) (5.11)
u = 2m2K + 2m
2
N   s  t =  s+ 2jpCM j2(1  cos ) + 2(m2K +m2N ) (5.12)
jpCM j =
p










SU(3) メソン-バリオンのカイラル摂動論において、Born 項に現れる１粒子状態は Q =  1; S =  1
の量子数を持つ   のみである。よって、考える行列の成分は
B =
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u(p4; s4)( 6p1+ 6p3)u(p2; s2) (5.17)
M(1)Born =  
(D   F )2
2f2K




m  6q   i =
m+ 6q
m2   q2   i (5.19)
エネルギー・運動量の保存 : p1 + p2 = p3 + p4 (5.20)



















u(p4; s4) 6p1u(p2; s2) (5.22)
と簡単に書く事ができる。
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Born項もエネルギー・運動量の保存と Dirac方程式と
6p 6k = 2(kp)  6k 6p (5.23)
を用いると
M(1)Born =  
(D   F )2
2f2K
u(p4; s4) 6p15 m + ( 6p2  6p3)
m2   (p2   p3)2
6p35u(p2; s2)




m2   (p2   p3)2
[mu(p4; s4) 6p15 6p35u(p2; s2)
+u(p4; s4) 6p15 6p2 6p35u(p2; s2)  u(p4; s4) 6p15 6p3 6p35u(p2; s2)] (5.24)
mu(p4; s4) 6p15 6p35u(p2; s2) =  2mmnu(p4; s4) 6p1u(p2; s2)
+ m[2(p1p4) m2K ]u(p4; s4)u(p2; s2) (5.25)
u(p4; s4) 6p15 6p2 6p35u(p2; s2) = 2[(p2p3) m2n]u(p4; s4) 6p1u(p2; s2)
+ mn[2(p1p4) m2K ]u(p4; s4)u(p2; s2) (5.26)




(D   F )2
2f2K
1
m2   (p2   p3)2
 2mmn + 2(p2p3)  2m2n  m2K u(p4; s4) 6p1u(p2; s2)




m2   (p2   p3)2












m2   (p2   p3)2
( 2mmn + 2(p2p3)  2m2n  m2K)

u(p4; s4) 6p1u(p2; s2)




m2   (p2   p3)2






(m^+ms)( 2b0   bD + bF )nnK+K  + 2
f2K
( d1 + d2 + 2d4)nn@K+@K 
(5.30)
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(m^+ms)( 2b0   bD + bF )  2
f2K













m2   (p2   p3)2




u(p4; s4) 6p1u(p2; s2)
+









(m^+ms)( 2b0   bD + bF )  2
f2K
( d1 + d2 + 2d4)(p1p3)

u(p4; s4)u(p2; s2) (5.32)
となる。これは
M(1+2) = u(p4; s4) [An +Bn 6p1]u(p2; s2) (5.33)
とまとめられる。この時、








(m^+ms)( 2b0   bD + bF )  2
f2K
( d1 + d2 + 2d4)(p1p3) (5.34)




m2   (p2   p3)2






SU(3)メソン-バリオンのカイラル摂動論において、Born項に現れる１粒子状態は Q = 0; S =  1の


















0@ 0 0 K+0 0 0
K  0 0
1A (5.37)
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である (図 5.3)。これを用いて有効ラグランジアンを計算する。K+p ! K+p散乱は K+n ! K+n散
乱の場合と全く同様な方法で計算できる。











0 6@K 5p+ p 6@K+50








































m2   (p2   p3)2









m2   (p2   p3)2
( 2mmp + 2(p2p3)  2m2p  m2K)




















m2   (p2   p3)2
(m +mp)(2(p1p4) m2K)

u(p4; s4)u(p2; s2) (5.42)
となる。











m2   (p2   p3)2









m2   (p2   p3)2























m2   (p2   p3)2
(m +mp)(2(p1p4) m2K)


















(m^+ms)(b0 + bD)  2
f2K
(2d2 + d3 + 2d4)(p1p3)













m2   (p2   p3)2









m2   (p2   p3)2




























(m^+ms)(b0 + bD)  2
f2K
(2d2 + d3 + 2d4)(p1p3)

u(p4; s4)u(p2; s2) (5.46)
となる。これは
M(1+2) = u(p4; s4) [Ap +Bp 6p1]u(p2; s2) (5.47)
とまとめられる。この時、






















(m^+ms)(b0 + bD)  2
f2K







m2   (p2   p3)2









m2   (p2   p3)2






この節ではこれまでに求めた M-matrix をマンデルスタム変数で書き換える。K+n ! K+n 散乱と
K+p ! K+p散乱のM-matrixは共通の構造を持っており共通の部分は中間状態に現れる粒子の種類が
異なるだけである。そこで中間状態にあらわれる粒子の質量を一般にmx とおいて計算してから個々の場




m2x   (p2   p3)2 = m2x   u
= m2x   2(m2K +m2N ) + s  2jpCM j2 + 2jpCM j2cos
= m2x   2(m2K +m2N ) + s R(s) +R(s) (5.50)
ここで
R(s) = 2jpCM j2; cos =  (5.51)
とおいた。
V (s) = m2   2(m2K +m2N ) + s R(s) (5.52)
T (s) = m2   2(m2K +m2N ) + s R(s) (5.53)
とおくと
m2   u = V (s) +R(s) (5.54)
m2   u = T (s) +R(s) (5.55)
となる。
2(p1p4) m2K =  m2N   2m2K + s  2jpCM j2(1  cos)
= s R(s)  2m2K  m2N +R(s)
= J(s) +R(s) (5.56)
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ここで
J(s) = s R(s)  2m2K  m2N (5.57)
R(s) = 2jpCM j2 (5.58)



















An =  C2(m +mp) J(s) +R(s)




(m+ms)( 2b0   bD + bF )  2
f2








Ap =  C(m +mN ) J(s) +R(s)t
V (s) +R(s)t
  E(m +mN )J(s) +R(s)t





(m^+ms)(b0 + bd)  2
f2K




  2mxmN + 2(p2p3)  2m2x  m2K
= [ 2mxmN   3m2N   2m2K + s R(s)] +R(s)cos (5.63)
のとき
W (s) =  2mmN   3m2N   2m2K + s R(s) (5.64)
X(s) =  2mmN   3m2N   2m2K + s R(s) (5.65)
とおくと
 2mmN + 2(p2p3)  2m2N  m2K =W (s) +R(s)cos (5.66)
 2mmN + 2(p2p3)  2m2N  m2K = X(s) +R(s)cos (5.67)
となる。
Bn =  C2W (s) +R(s)







Bp =  CW (s) +R(s)
V (s) +R(s)
  EX(s) +R(s)







マンデルスタム変数を用いるとM-matrixの A; B の部分は sと  の関数で書ける。
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5.5 部分波分解
スピン 1/2とスピン 0散乱を考えたとき全系のスピンは 1/2であるのでスピンが上向きと下向きの２
成分ある。この時、散乱振幅はパウリ行列  を用いて





0  p｜ (5.71)










































l(l + 1)l;l0 (5.77)








(l  m) l;l0 (5.78)
























(F l=2   3Gl=2) (5.84)
などと部分波に分解できる。スピン 1/2の時、軌道角運動量 Lとスピン S が結合する場合、全角運動量
の量子数 j は j = l  12 であらわせる。f の上の添字の  は j = l  12 の  に対応している。ここで
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LI2J という表記を用いる。l = 0; 1; 2; 3; :::で表される波をおのおの s波,p波,d波,f波...と呼び、これを
Lであらわす。また I をアイソスピン、J をスピンとする。すると fl は,例えば I = 1の時
S11 : f
+
0 ; P13 : f
1















M(1+2) = u(p4; s4) [A+B 6p1]u(p2; s2) (5.86)
に代入して計算する。
ij = ij + iijkk (5.87)
を用いると




0u(p2; s2) = 1 +








4 + i(p2 × )
i   i(p4 × )i (5.90)
が得られる。次に CM系
p1 =  p2 (5.91)
p3 =  p4 (5.92)
を用いる。そしてまとめると




































AEK + (EN +mN )A B

 (5.94)
G() =  jpCM j
2sin
EN +mN
((EN +mN )A+AEK  B) (5.95)
と書き下せる。
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5.5.1 s波 (l = 0)
























































(m^+ms)(2b0 + bD   bF ) + 2
f2




















l=0 =  C2(m +mN )

















































































l=0 =  C(m +mN )

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5.5.2 p波 (l = 1)
l = 1のとき部分波はG()からの寄与も含まれる。G()部分は Pm=1l で展開されているから新たにそ
















































































(m^+ms)( 2b0   bd + bf )
  2
f2K















































(m^+ms)( 2b0   bd + bf )
  3
4f2K














































































































(m^+ms)(b0 + bd)  2
f2K











































































(m^+ms)(b0 + bd)  3
4f2K






















































mN = 938:9187125 MeV
m = 1193:154 MeV
m = 1115:683 MeV
mK = 495:6455 MeV
fK = 110:0 MeV





める事はできない。したがって、実験から決める必要がある。この節ではアイソスピン I = 1とアイソス












I = 1、 I = 0の場合のパラメーターをそれぞれ
bI=1  b0 + bd (6.2)
dI=1  2d2 + d3 + 2d4 (6.3)
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bI=0  b0   bf (6.4)
dI=0  2d1   2d4 + d3 (6.5)
とする。I = 1 の時、n = 35、I = 0 の時、n = 25 である。表 6.3、表 6.4 のデータを用いて 2 法で
フィットすると I = 1、I = 0でそれぞれ２つの極小が得られる (表 6.1、表 6.2)。
表 6.1: I = 1の低エネルギー定数 [MeV 1]
bI=1 dI=1 2=d:o:f
(a)  5:25 10 4  5:0 10 5 9.0
(b) 1:32 10 4 7:87 10 4 9.3
表 6.2: I = 0の低エネルギー定数 [MeV 1]
bI=0 dI=0 2=d:o:f
(c) 5:61 10 5 4:46 10 4 8.9
(d) 5:86 10 5  7:43 10 4 9.3

























図 6.1: I = 1
赤、緑はそれぞれの (a),(b)のパラメーター



































= jf j2 = 1
642s
jMj2 (6.6)
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で与えられる。
いま K+p ! K+p (I = 1)と I = 0について最適値の候補が与えられている。K+n ! K+nの散乱
振幅は
f(K+n! K+n) = 1
2
(f I=1 + f I=0) (6.7)
より計算する事ができる。このとき I = 1、I = 0のパラメーターを用いて




































































































































































































































































MeV/c を除けば全て与えられたデータの範囲内の PLAB である。角度依存性を最も良く再現しているの
は (b)(c) の組 (青線) である。データ点は PLAB=640 MeV/c まではほどんど角度依存性をもたないが
PLAB=688 MeV/c から角度依存性は下に凸の傾向を示し始める。他方で青線は PLAB が大きくなるに
したがって角度依存性は上に凸の傾向を示す。したがってK+n! K+n微分散乱断面積の計算は少なく
とも 434.0 MeV/c  PLAB  640.0 MeV/cの範囲で有効だといえる。
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表 6.3: I = 1の全散乱断面積の実験データ [4, 7, 8, 9]
pLAB [MeV]  [mb] リファレンス　
592 14.36  1.24 Bugg, et al. (1968)
620 12.91  0.49
644 12.88  0.48
713 11.14  0.35
768 11.65  0.33
366.0 13.20  0.35 Bowen,et al. (1970)
405.0 13.69  0.31
440.0 12.81  0.23
475.0 13.58  0.17
506.0 13.02  0.23
536.0 12.09  0.20
566.0 13.20  0.19
596.0 13.04  0.19
627.0 12.18  0.14
657.0 12.43  0.20
686.0 11.25  0.18
717.0 11.10  0.25
432 10.09  0.4 Adams,et al. (1971)
479 10.94  +0.4
525 10.38  0.4
565 11.27  0.4
603 11.12  0.4
646 11.15  0.4
689 11.36  0.4
731 10.86  0.4
772 11.0  0.4
569 12.7  0.9 Bowen,et al. (1973)
593 13.05  0.95
618 12.65  0.65
643 12.50  0.85
668 13.1  0.3
698 12.6  0.75
727 12.45  0.40
757 12.65  0.40
786 12.8  0.3
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表 6.4: I = 0の全散乱断面積の実験データ [7, 9, 10]
pLAB [MeV]  [mb] リファレンス　
438.6 9.4  0.75 Bowen,et al. (1970)
472.7 8.8  0.68
504.7 10.3  0.80
532.7 14.1  0.74
562.8 11.5  0.73
591.5 14.8  0.79
621.7 19.8  0.67
651.6 17.3  0.88
679.5 16.7  0.90
710.1 17.8  0.97
576.6 12.6  2.26 Bowen,et al. (1973)
625.6 14.4  1.44
674.3 15.4  1.19
733.6 18.5  1.14
796.1 20.7  0.80
413.6 12.3  2.44 Carroll,et al. (1973)
440.9 11.3  0.84
478.3 12.7  1.51
501.7 13.3  0.55
557.0 16.7  0.36
607.9 18.3  0.37
661.1 19.8  0.38
712.2 20.3  0.37
759.2 20.9  0.42
788.3 21.1  0.43
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6.2 散乱長




と定義される [13]。本論文では散乱振幅 f とM-matrixの関係は





であると約束する。散乱長 aは式 (6.10)と式 (6.11)より
a =   1
8(mN +mK)
M(ps = mN +mK) (6.12)
と書ける。
Born近似において、振幅とポテンシャルの相対符号を負にとる事にする。この時、相互作用は
a > 0 : 引力　
a < 0 : 斥力 (6.13)
と決まる。式 (6.11)より
M < 0 : 引力　
M > 0 : 斥力 (6.14)
が成り立つ。
式 (6.12)より I = 0、I = 1の s波散乱長は表 6.5と計算される。
表 6.5: I = 0、I = 1の s波散乱長 [fm]
　
WT Born NLO LO + NLO 文献値
S11 -0.42 -0.057 0.11 -0.37 -0.309  0.02 Cameron et al. [14]
























(2l + 1) sin2 l (6.18)




















l > 0 : 引力
l < 0 : 斥力 (6.22)
と決まる。












































































































































図 6.4: I = 1, I = 0の s波, p波位相差である。データ点は [17]による。
I = 1については数度のずれの範囲内で計算は合っているが I = 0の場合、計算のデータからのずれは
大きい。しかしながら、位相差の文献値が PLAB = 600 MeV/cからしかないので、それより低いエネル








式 (6.6)を用いて I = 1微分散乱断面積を求めた (図 6.5)。145 MeV/c  PLAB  385 MeV/c の範
囲で角度依存性は良く合っている。しかし PLAB=500MeV/cからは角度依存性は一致しなくなる。低エ
ネルギーにおいてデータが x = 0で大きな値を持つのはクーロン力によるものである。これを再現する
ためにクーロン力も考慮に入れる必要があり、今後の課題である。










































































































































































































































図 6.5: I = 1の微分断面積である。データは [19, 20]による。




散乱振幅を用いて K+ の核媒質中における自己エネルギーを計算する。自己エネルギーは K+ と核媒質
の相互作用を与える量である。
原子核密度 の原子核中における K+ と核媒質の相互作用はクライン-ゴルドン方程式より得られる分
散関係から 
E2   ~p2  m2K   (E; ~p; )

 = 0 (6.23)






















と表す事ができる。この場合の K+N 散乱振幅は、しきい値で散乱長になる bt でパラメトライズされ
る。bt は K+-原子核散乱のデータを用いたフィットから決まる量である。E.Friedman と A.Gal の議
論 [2]によると Re bt は Re bfree に比べてエネルギーに依存して 14%から 50%大きく、また Im bt は
Im bfree に比べてエネルギーに依存して 12%から 25%大きくなる事がわかっている (表 6.6)。この事は
K+-原子核散乱に媒質効果が現れている事を示唆している。
表 6.6: K+ の自己エネルギー [2]
PLAB [MeV/c]  Reb0 [fm] Imb0 [fm]
488 t -0.203(26) 0.172(7)
free -0.178 0.153
531 t -0.196(39) 0.202(9)
free -0.172 0.170
656 t -0.220(50) 0.262(12)
free -0.165 0.213
714 t -0.242(53) 0.285(15)
free -0.161 0.228





E2   ~p2  m2K   (E; ~p; ) + i
(6.28)
のように書ける。K+ が核媒質に対して静止している場合である ~p = 0を考える。質量はプロパゲーター
のポールにおいて与えられるので核媒質中の有効質量は
m 2K ()  m2K +(E = mK ; ~p = 0; ) (6.29)
で与えられる [21]。必要な部分は分散関係の on-shell部分であるので自己エネルギーを E2 = m 2K のま
わりで展開する。
(E; ~p; ) = (E = mK ; ~p = 0; ) + (E






+    (6.30)
プロパゲーターの分母は
E2  m2K   (E; ~p; ) ' E2  m2K  
"
(E = mK ; ~p = 0; ) + (E











































媒質中の自己エネルギーを E2 = m2K のまわりで展開すると

















' Z(E = mK ; ~p = 0; ) (6.34)























対称核物質 N = Z を考えた時,
M(K+p) =M(I = 1) (6.36)
M(K+n) = 1
2








[3M(I = 1) +M(I = 0)] (6.38)
で与えられる。また原子核の密度 は




















PLAB [MeV/c] Z (WT) Z (Born) Z (NLO) Z (LO+NLO)
488.0 1 + 0:058 0 1  0:029

0
1 + 0:001 0 1 + 0:030

0
531.0 1 + 0:056 0 1  0:028

0
1 + 0:001 0 1 + 0:029

0
656.0 1 + 0:049 0 1  0:023

0
1 + 0:001 0 1 + 0:027

0
714.0 1 + 0:047 0 1  0:022

0




な 15%  50%の増加を再現する事はできなかった。
第 6章 結果 57
計算では Born項が負の方向に大きく効いている事がわかる。全散乱断面積をWT項、Born項、NLO
























































図 6.7: I = 0の全散乱断面積
また、散乱振幅を構成する際に on-shell条件 E2 = ~p2+m2 を用いた。on-shell条件を用いたので Eと
j~pjは独立ではない。つまり Eと j~pjが独立な時と微分の向きが違うのである。本来は Eについての微分








カイラル摂動論の NLOまでの計算で K+N ! K+N 散乱振幅を構成した。そして、全散乱断面積の
データを用いた 2 フィットから NLOに含まれる低エネルギー定数を決めた。その際、I = 1; I = 0そ
れぞに 2つの最適値が存在するのでK+n! K+n微分散乱断面積から角度依存性を最も良く再現する最












波動関数のくりこみにより K+ 自己エネルギーは媒質中で 3%程度、正の方向に増加する事を示した。
しかし、データに基づく解析では媒質中で 15 %  50 %程度、自己エネルギーが増える事を示している
ので、計算では、その一部しか示す事ができなかった。原因としては on-shell条件を用いて散乱振幅を構
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